千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱
	（沿革メモ）　※この枠内は、隠し文字として設定しております。

	18.04.01
	制定

［引用法令等］

○障害者自立支援法

○千葉市知的障害者生活ホーム運営事業実施要綱

○千葉市精神障害者生活ホーム運営事業実施要綱

	18.10.01
	一部改正【ケアホーム対応】


（目的）

第１条　この要綱は、千葉市知的障害者生活ホーム運営事業実施要綱に基づく知的障害者生活ホーム及び千葉市精神障害者生活ホーム運営事業実施要綱に基づく精神障害者生活ホーム（以下、「生活ホーム」という。）に入居する者（以下、「入居者」という。）の負担する家賃の一部を助成（以下、「助成」という。）することにより、入居者の経済的負担の軽減を図り、もって、その自立と社会参加の促進に寄与することを目的とする。

（対象者）

第２条　この要綱に基づき助成を受けることができる入居者（以下、「助成対象者」という。）は、生活ホームを運営する者（以下、「運営主体」という。）より入居にかかる家賃又はこれに類する費用（以下、「家賃」という。）を徴されている者のうち、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）により保護を受けている者は除く。
 (1) 千葉市知的障害者生活ホーム運営事業実施要綱第９条の規定により、市長が知的障害者生
活ホームへの入居の承認をした者
(2) 千葉市精神障害者生活ホーム運営事業実施要綱第９条及び同要綱第１２条の規定により、精神障害者生活ホームの運営主体と入居に関する契約を締結した者
（助成の対象経費及び助成額）

第３条　助成の対象となる経費は、入居者の家賃（敷金、礼金、保証金、管理費、共益費、飲食物費、光熱水費を除く）のうち、運営主体へ支払った経費とする。

２　前項に規定する経費に対する助成額は、入居者１人当りにつき、月２０，０００円（以下、「基準額」という。）を上限とし、１月当りの入居者が負担した家賃を２で除して得た額と基準額を比して少ない方の額とする。

３　前項に規定する助成額の算定において、円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

（助成の期間）

第４条　助成の期間は、次条に定める申請のあった日の属する月から、第２条に規定する助成対象者でなくなった日の属する月までとする。

（助成の申請）

第５条　この要綱により助成を受けようとする入居者（以下、「申請者」という。）は、「千葉市生活ホーム家賃助成申請書」（様式第１号。以下、「申請書」という。）に、当該入居にかかる賃貸借契約書の写し又はこれに類する家賃の額が明記された書類の写しを添付して市長に提出しなければならない。

２　前項の規定に関わらず、申請者は、「千葉市生活ホーム家賃助成手続に関する委任状」（様式第２号）を申請書に添付することにより、前項に規定する行為を他の者に委任することができる。
（助成の決定）

第６条　市長は、前条第１項に規定する申請書の提出があったときは、速やかに内容を審査し、助成を決定したときは、「千葉市生活ホーム家賃助成決定通知書」（様式第３号）により、また、申請を却下したときは、「千葉市生活ホーム家賃助成申請却下通知書」（様式第４号）により、その旨を申請者に通知するものとする。

（助成の方法）

第７条　前条の規定により助成を決定した者（以下、「受給者」という。）に対する助成の方法は、次の表に掲げる区分により支給するものとし、原則として支給月の末日までに口座振替で行う。
	期別
	助成期間
	支給月

	第１期
	４月から　７月まで
	８月
	

	第２期
	８月から１１月まで
	１２月
	

	第３期
	１２月から　３月まで
	４月
	


２　受給者は、前項に規定する支給月の５日（以下、「期限」という。）までに、「千葉市生活ホーム家賃助成受給者現況報告書」（様式第５号。以下、「現況報告書」という。）に、当該期における助成期間に係る家賃の領収証の写し又はこれに類する書類の写しを添付し、市長へ報告しなければならない。

３　前項の規定にかかわらず、市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当したときは支給しない。

(1) 現況報告書の提出が無いとき

(2) 家賃の支払いを滞納しているとき

(3) その他、市長が認めるとき

４　前項の規定にかかわらず、第２項に規定する期限の翌日以降に、受給者より現況報告書が提出されたときの助成は、当該現況報告書を受理した日の属する月の翌月末までに支給するものとする。

（受給者の届出義務等）

第８条　受給者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、速やかに「千葉市生活ホーム家賃助成変更届」（様式第６号。以下、「変更届」という。）に変更する内容を証する書類の写しを添付し、市長に提出しなければならない。ただし、第２条に規定する対象者の要件が継続する場合に限る。

(1) 家賃が改定されたとき。

(2) 振込先金融機関を変えたとき。

(3) その他、市長が必要と認めるとき。

２　前項の規定にかかわらず、受給者は、第２条に規定する対象者の要件に該当しなくなったときは、速やかに「千葉市生活ホーム家賃助成資格喪失届」（様式第７号。以下、「喪失届」という。）を市長に提出しなければならない。
３　第５条第２項の規定は、本条に規定する届出についても準用する。
（助成の変更）

第９条　市長は、受給者より前条第１項に規定する変更届が提出されたときは、速やかに「千葉市生活ホーム家賃助成決定内容変更通知書」（様式第８号）により、その旨を当該受給者へ通知する。

（助成の取消）

第１０条　市長は、受給者が虚偽、その他不正な行為により、助成を受けたことが認められたときは、当該受給者の助成を取り消すことができる。

２　市長は、前項の規定により、助成を取り消したときは、「千葉市生活ホーム家賃助成決定取消通知書」（様式第９号）により、受給者に通知するとともに、当該受給者に対する以後の助成を行わない。

（助成金の返還）

第１１条　市長は、前条第２項の規定により助成を取消したときは、当該受給者に対し、「千葉市生活ホーム家賃助成額返還命令書」（様式第１０号）により助成額の全額又は一部を返還させることができる。

（助成の特例）

第１２条　受給者が第８条第１項に規定する助成期間の途中において、第８条第２項に規定する喪失届を提出したときの助成の方法は、「千葉市生活ホーム家賃助成額請求書」（様式第
１１号）により行う。

（譲渡等の禁止）

第１３条　受給者は、助成の権利を他の者に譲渡し、又は担保に供することができない。

（台帳の整備等）

第１４条　市長は、この要綱に基づく実施状況を、「千葉市生活ホーム家賃助成受給者台帳」（様式第１２号）により整備する。

（委任）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に必要な事項は、保健福祉局長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。
（経過措置）

２　この要綱の施行の日の前に、「千葉市グループホーム等家賃助成事業実施要綱」の規定により、市長が行った決定、又はこれらの者に対して行われた申請若しくは届出で、この要綱施行の際現に効力を有するものは、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

３　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行の際現に、改正前の要綱第６条の規定による助成の決定を受けている者は、施行日に改正後の要綱第６条の規定による助成の決定を受けたものとみなす。この場合において、助成額は、入居者１人当たり月２０，０００円を上限とし、１月当たりの入居者が負担した家賃を２で除して得た額と２０，０００円を比して少ない方の額とする。

３　この要綱の施行の日の前に、改正前の要綱の規定（ただし、前項の規定を除く。）により、市長が行った決定、又はこれらの者が行った申請若しくは届出で、この要綱の施行の際現に効力を有するものは、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

	
	様式第１号（第５条第１項）
　　　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成申請書

（あて先）千葉市長

申請者

住所

(届出者)
氏名

印

次のとおり、助成を受けたいので申請します。

入居者(助成対象者)

氏名

性別

□男・□女

生年月日

　　　　年　　月　　日

住所

療育手帳所持

□あり（番号　　　　　　　　　　　　　）・□なし

障害福祉サービス受給者証番号

※支給決定者のみ

保護者

氏名

入居者との続柄

住所

入居している生活ホーム
生活ホームの別

□共同生活介護事業所　　□共同生活援助事業所
□知的障害者生活ホーム　□精神障害者生活ホーム

所在地

名称

代表者

入居日

　　年　　月　　日

月額家賃

月額

円

振込口座

金融機関名

□銀行

□信用金庫

支店

預金種別

口座番号

フリガナ

口座名義

添付書類

1 入居に係る賃貸借契約書又は家賃の額が記された書類の写し

2 千葉市生活ホーム家賃助成手続に関する委任状（様式第２号）※申請者と入居者が異なる場合

	

	
	※申請者（届出者）は署名することにより、押印を省略することができます。
	



住

		
			氏名

		印



委任者

	の関係(続柄)

		
	
	３

	委任する内容

	※該当する□の中に「レ」点を記入してください。
□

千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第５条第１項に規定する申請手続き
□

千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第７条第２項に規定する現況報告手続き
□

千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第８条第１項及び第２項に規定する家賃助成の届出
□

その他（　　　　　　　　　　　　　）


			

	
	
	



（受給者氏

	）

	様

	

	千葉市長　鶴　岡　恵　一　印

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった助成については、次のとおり決定しましたので、千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第６条の規定により、通知します。
決定内容

月額家賃

月額

円

助成額

月額

円（上限）
支給開始日

　　　　年　　月　　日（　　　　年　　月分の助成から適用）

振込先
金融機関名

銀行

信用金庫

支店

預金種別

口座番号

口座名義

支給月

８月　、　１２月　、　４月

生活ホームの名称等
所在地

名称

備考

（注意）この通知を受けた方は、上記支給月の５日までに、千葉市生活ホーム家賃助成受給者現況報告書（様式第５号）を提出ください。

教示

１　この処分についての異議申立ては、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、千葉市長に対してすることができます。

２　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。
	
	


	
	様式第４号（第６条）
　　　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成申請却下通知書

（申請者氏名）　様
千葉市長　　　　　　　　　印
　　　　年　　月　　日付けで申請のあった千葉市生活ホーム家賃助成の申請については、次の理由により却下しましたので、千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第６項の規定により、通知します。

却下の理由

教示

１　この処分についての異議申立ては、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、千葉市長に対してすることができます。

２　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。
	


	
	様式第５号（第７条第２項）
　　　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成受給者現況報告書

（あて先）千葉市長

届出者

住所

氏名

印

千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第７条第２項の規定により、次のとおり報告します。

受給者氏名

入居している生活ホーム
所在

名称

受給対象年度・対象区分

年度　第

期分

家賃総支払額

円

内

訳

家賃支払対象月

支払額

月分

円

月分

円

月分

円

月分

円

領収書等の証明書類の有無

□ 有　・□ 無

（注１）上記の家賃にかかる領収書等の証明書類を添付すること。ただし、証明書類が用意できないときは、以下
の欄に家賃徴収者の証明を受けてください。
（注２）受給者と届出者が異なる場合千葉市生活ホーム家賃助成手続に関する委任状（様式第２号）を添付のこと
家賃徴収者の証明欄

上記の記載内容どおり、家賃を徴収したことを証明します。

　　　　年　　月　　日

（住所）

（職・氏名）

印


	


届出者は、署名することにより押印を省略することができます。

	
	様式第６号（第８条第１項）
　　　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成変更届

（あて先）千葉市長

届出者

住所

氏名

印

千葉市生活ホーム家賃助成実施要綱第８条第１項の規定により、次のとおり届出ます。

受給者氏名

入居している生活ホームの名称

所在

名称

変更事項（変更する項目のみ記入）

変更項目

変更前

変更後

月額家賃

月額　　　　　　　　　　　　円

月額　　　　　　　　　　　　円

口座振込先
金融機関

銀行

信用金庫

支店

銀行

信用金庫

支店

預金種別

口座番号

預金
種別

口座
番号

口座
名義
口座
名義
上記の変更の生じた日と
その理由

　　年　　月　　日

※該当する□の中に「レ」を記入してください。

□　家賃の改定　　　　　　　　□　金融機関の変更

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※受給者と届出者が異なる場合千葉市生活ホーム家賃助成手続に関する委任状（様式第２号）を添付のこと。
※届出者は、署名することにより押印を省略することができます。

	

	
	
	


	
	様式第７号（第８条第２項）
　　　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成資格喪失届

（あて先）千葉市長

届出者

住所

氏名

印

千葉市生活ホーム家賃助成実施要綱第８条第２項の規定により、次のとおり届出ます。

受給者氏名

届出の理由

※該当する□の中に「レ」点を記入して下さい。
□　生活ホームを退去した。
（□　他の生活ホームへ転居　・□　自宅へ転居）
□　その他

上記の理由が生じた日

　　年　　月　　日
※受給者と届出者が異なる場合千葉市生活ホーム家賃助成手続に関する委任状（様式第２号）を添付のこと
※届出者は、署名することにより押印を省略することができます。

	


	
	様式第８号（第９条）
　　　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成決定内容変更通知書

（受給者氏名）　様
千葉市長　　　　　　　　　印

次のとおり、助成の内容を変更しましたので、千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第９条の規定により通知します。

生活ホーム
所在地

名称

受給者氏名

月額家賃

月額

円

助成額

月額

円（上限）
口座振込先
金融機関

銀行

信用金庫
支店

預金

種別

口座

番号
口座

名義
助成の適用日
　　　　年　　月　　日（　　　　年　　月分の助成から適用）
変更理由
教示

１　この処分についての異議申立ては、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、千葉市長に対してすることができます。

２　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。
	


	
	様式第９号（第１０条第２項）
　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成決定取消通知書

（受給者氏名）　様

千葉市長　鶴　岡　啓　一　印

千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第１０条の規定により、下記のとおり、助成を取り消しましたので通知します。

なお、この通知による既に支給した助成額の返還については、別途通知します。

記

取消の理由

教示

１　この処分についての異議申立ては、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、千葉市長に対してすることができます。

２　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。


	


	
	様式第１０号（第１１条）

　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成額返還命令書

（受給者氏名）　様

千葉市長　鶴　岡　啓　一　印

千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第１１条の規定により、下記のとおり、あなたに支給した助成額の返還を命じます。

返還する額

円

助成対象年度

　　　　年度

助成対象月数

　　　か月分

内　　　　　　　　　　　　訳

対象月

家賃助成の額

対象月

家賃助成の額

対象月

家賃助成の額

４月分

円

８月分

円

12月分

円

５月分

円

９月分

円

１月分

円

６月分

円

10月分

円

２月分

円

７月分

円

11月分

円

３月分

円

計①

円

計②

円

計③

円

合計

計①　＋　計②　＋　計③　＝

円

助成対象期間中に入居していたグ
ループホーム等

所在地

名称

返還を命ずる理由

教示

１　この処分についての異議申立ては、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、千葉市長に対してすることができます。

２　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、千葉市を被告として提起することができます。


	


	
	様式第１１号（第１２条）
　　　　年　　月　　日

千葉市生活ホーム家賃助成額請求書

（あて先）千葉市長

請求者

住所

(受給者)
氏名

印

千葉市生活ホーム家賃助成事業実施要綱第１２条の規定により、請求します。

助成対象期間中に入居していたグ
ループホーム等

所在

名称

受給対象年度・対象区分

年度　第

期分

助成請求額
円

内

訳

家賃支払対象月

支払額

支払額の1/2

月分

円

円

月分

円

円

月分

円

円

月分

円

円

口座振込先

金融機関

銀行

信用金庫
支店

預金

種別

口座

番号
口座

名義
領収書等の証明書類の有無

□ 有　・□ 無

（注）上記の家賃にかかる領収書等の証明書類を添付すること。ただし、証明書類が用意できないときは、以下の欄に家賃徴収者の証明を受けてください。
受給者と届出者が異なる場合千葉市グループホーム等家賃助成手続に関する委任状（様式第２号）を添付のこと
家賃徴収者の証明欄

上記の記載内容どおり、家賃を徴収したことを証明します。

　　　　年　　月　　日

（住所）

（職・氏名）

印


	


	
	様式第１２号（第１４条）
千葉市生活ホーム家賃助成受給者台帳

受給者

氏名

性別

手帳所持

の状況

療育手帳

□ 有(番号　　　　　)

□ 無

障害者手帳
(精神保健福祉手帳)
番号
支給

決定

受給者証
番号

申請年月日

　　　　年　　月　　日

申請者

□本人

□委任(　　　　　　)

入居

グループ

ホーム等

所在

種別

□共同生活介護事業所　　□共同生活援助事業所
□知的障害者生活ホーム　□精神障害者生活ホーム

名称

受給者(申請者)に対する処分

年月日

助成
の額

振込先

金融機関

支店

預金種別

口座番号

口座名義

決定

変

更

１

２

３

４

５

取消

理由

喪失

理由

助成の支給記録(上段：支給額、下段：支給日)

年度

定期支給(第7条)

随時支給(第12条)

計

第１期分

第２期分

第３期分

１期分

２期分

３期分

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円
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改正後要綱全文（案）








